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１ はじめに 

新型コロナウイルス感染症は、令和２年１

月、国内で発生が確認され、令和３年におい

ても、その感染は拡大を続けており、終息の

目途は立っていない。それに伴い、私たちの

生活や行動に変化をもたらし、経済活動や本

県の行政にも大きな影響を与えている。 

当所は本県の基幹家畜保健衛生所で、高病

原性鳥インフルエンザや豚熱をはじめとす

る特定家畜伝染病（以下、伝染病）の病性鑑

定業務を行うとともに、伝染病発生時に使用

する防疫資材の備蓄・発送の拠点でもある。 

このことから、コロナ禍によって社会情勢

が変化した場合であっても、当所が担う最低

限の機能を維持する必要がある。 

そこで、コロナ禍で想定される当所業務に

おける課題を整理し、それぞれに対し対策を

講じたので、その概要を報告する。 

 

２ コロナ禍における課題と対策 

 コロナ禍において生じると想定される家

保の課題を、図 1 のとおり３点に大別し、そ

れぞれの課題について効果的な対策を講じ

ることとした。 

 

図１ コロナ禍における課題と対策 

 

（１）職員の感染防止 

ア 職場での感染防止 

 職場での感染防止対策のため、次のとおり

対策を徹底した。 

基本的な感染防止対策として、マスクの着

用、執務室の換気を実施し、職場外では３密

防止を徹底するよう職員を指導した。また、

令和２年４月に発令された緊急事態宣言に

対応して、課長以上を除く全職員を対象とし

た在宅勤務も行った。 

県外出張については原則中止とした。ただ

し、病性鑑定技術習得のための研修や、他県



で発生した豚熱などの防疫作業派遣などの

ために県外に出張した場合は、出張後 1 週間

別室で勤務することとした。この際、対象職

員は他の職員との接触を避け、体温測定を行

うなど毎日健康状態を確認してから出勤す

ることとした。 

さらに、来庁者による感染を防止するため、

応接場所を玄関ホールに限定し、入庁時の手

指消毒とマスク着用を求めた。 

検査機器の点検等で県外から来庁した業

者には、事前に発熱の有無や体調などを記録

した健康状態申告書の提出を求めた。 

イ 会議等での感染防止 

会議等での感染防止対策として、10 名以

上で外部関係者が参加する会議は、会議参加

者に資料を送付し、書面開催で対応した。特

に、送付する会議資料には、詳細な説明文を

加えた資料を添付し、会議の内容を補完し効

果的に情報共有を行った。 

また、実動が不可欠な防疫演習は、見学者

として参加する外部関係者を参集せず、防疫

作業を担当する地域県民局職員に限定して

開催した。実施にあたっては、図２のとおり

参加者の密集を避けるため、開催時間と場所

を分けて演習を行った。 

図２ 防疫演習での感染防止対策 

この対応により、コロナ禍においても効

果的な演習を実施することができた。 

 

（２）病性鑑定業務の継続 

 ア 病性鑑定課員の感染防止 

 病性鑑定業務を継続するため、病性鑑定課

員の感染防止対策を講じた。 

病性鑑定課員６人を、表１のとおり２チー

ムに区分し、各チームに３名ずつ配置した。  

万が一、一方のチームにコロナ感染者が生じ

て出勤できなくなった場合であっても、他方

が病性鑑定業務を継続できるようバックア

ップ体制を整備した。 

 

表１ 病性鑑定課員の２チーム制 

 

  

さらに、チームごとに庁舎内の行動範囲を

図３、図４のとおり区分した。行動範囲の境

界には衝立を設置することで動線を物理的

に遮断した。既存の庁舎玄関と執務室は、A

チームが使用し、B チームには、新たに専用

の玄関と執務室を設置した。また、B チーム

執務室入口付近に書類入れを設置するとと

もに、打合せを行う際は、幅１m 以上の机を

挟んで実施することで、職員の接触を回避し

た。さらに、２階へ移動する階段、使用する

トイレもチームごとに区分した。 

 

 



 

 
図３ 庁舎１階の行動範囲 

 

 

図４ 庁舎２階の行動範囲 

 

なお、この２チーム制による勤務を、令和

２年４月に発令された緊急事態宣言の際に

運用したところ、大きな支障は生じなかった。 

現在は通常の体制による勤務に復帰して

いるが、今後の状況に応じて、随時運用でき

る体制を整えている。 

 イ PCR 検査室汚染時の対策 

 職員のコロナ感染によって検査室が汚染

され、豚熱等の伝染病を診断するための PCR

検査室が使用できなくなる事態を想定し、敷

地内の別棟に PCR 検査室を増設した。 

なお、通常は、野生動物由来材料の PCR 検

査室として利用しており、家畜由来材料との

交差汚染の防止に活用している。 

 

（３）伝染病発生時の対応 

 ア 備蓄資材搬出の省力化 

 コロナ感染者の発生により担当者に欠員

が生じた場合に備え、備蓄資材搬出の省力化

を図ることとした。 

図５のとおり小さな資材は、あらかじめ輸

送先ごとにカゴ台車又はケースにまとめて

備蓄する「パッケージ化」を行った。伝染病

発生時には、パッケージ化された資材を車両

に積載する作業のみとなるため、少人数で省

力的に備蓄資材を搬出できる体制となった。 

 

 

図５ 備蓄資材のパッケージ化 

 

 イ 所員の役割分担の見直し 

伝染病発生時にコロナ感染で欠員が生じ

た場合でも防疫作業に支障が生じないよ

う、所員の役割分担を見直した。 

すでに定めていた表２の防疫作業の担当

者に、新たに副担当者を配置し、バックアッ

プ体制を整備した。また、役割の明確化によ

り、各職員は担当する作業の手順や、農場ご

との防疫計画を確認するようになり、各自の

責任で防疫に取り組む体制づくりが推進さ

れた。 

 

 



表２ 防疫作業の担当者 

 

 ウ 防疫従事者の感染防止 

 防疫従事者のコロナ感染を防ぐための資

材備蓄やマニュアル整備を行った。 

図６のとおり非接触式温度計、使い捨て手

袋とマスク、手指消毒液等を追加備蓄した。

また、防疫従事者向けの新型コロナウイルス

対応マニュアルを作成し、①マスクの着用や

体温測定の基本対策、②集合施設の３密防止

を考慮したレイアウトの見直しつにいて規

定した。本マニュアルには、マスク着用や体

温測定等の基本対策、集合施設における３密

防止を考慮した施設内部のレイアウトなど

について明記した。 

 

 

図６ 防疫従事者の感染防止対策 

 

３ まとめ 

 コロナの感染状況に合わせ、想定される課

題への対策を、図７のとおり速やかに実施し

た。 

令和２年４月の緊急事態宣言の発令以降、

職員の感染防止対策や、県外出張者、来庁者

を対象とした対策、会議などへの対策を継続

して行った。 

さらに、病性鑑定課員の２チーム制及び動

線の分離による感染防止対策を実施した。 

７月中旬には所員の役割分担を見直し、10

月には、PCR 検査室汚染時の対策、備蓄資材

のパッケージ化、防疫従事者の感染防止対策

を行い、高病原性鳥インフルエンザ等の伝染

病発生に備えることができた。 

 

図７ コロナ感染状況と課題への対応状況 

 

４ 成果 

今回、コロナ禍に影響され通常の生活が困

難な社会情勢の中にあって、図８のとおり基

幹家畜保健衛生所としての機能を維持する

ための対策を講じてきた。 

万全な危機管理体制を構築するため、コロ

ナ禍において起こりうる最悪の状況につい

て、敢えて悲観的に想定し、いかなる状況に

置かれても対処できるよう、職員一人一人課



題に向き合い考え、実行することにより、事

前に対応を明確化することができた。 

このことによって、万が一の伝染病発生時

には事前に準備した方法により楽観的に対

処できる体制となり、職員の危機管理能力の

向上につながった。 

今後もコロナの感染状況に合わせ迅速な

対応を図っていく所存である。 

 

 

図８ 成果 

 


